
 皆様、本日はお忙しい中、お集まりいただき、誠にありがとうございます。 

  

 本日は、11月5日に公表した2020年3月期第2四半期決算、2020年3月期の業績予想、各セグ
メントの取り組み状況および財務戦略の検討状況の以上4点についてお話いたします。 

 

 まず、2020年3月期第2四半期決算について説明します。 

 

 5ページをご覧ください。 

 









 連結決算の営業収益は、鉄道旅客運輸収入の増や堅調な不動産賃貸収入などにより対前年で
26億円の増収となりました。 

 

 一方、営業利益は、JR九州の税制特例措置の廃止や減価償却費の増などにより対前年で30億
円の減益となりました。 

 

 その結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、対前年で32億円の減益となり、EBITDA
は、対前年で10億円減少しました。 

 

 次に、セグメント別について説明いたします。7ページをご覧ください。 

 





 主なセグメントについて、説明します。 

 

 運輸サービスセグメントについては、JR九州の税制特例措置の廃止や減価償却費の増などが
あったものの、鉄道旅客運輸収入の増や駅ビルに関する収益費用計上区分の変更などにより
、増収・増益となりました。 

 

 不動産・ホテルセグメントについては、堅調な駅ビル事業に加え、新規開業物件があったも
のの、マンション販売収入の減、ホテルの開業準備費用の増、駅ビル等に関する収益費用計
上区分の変更などにより、減収・減益となりました。 

 

 建設セグメントについては、新幹線関連工事の増などがあったものの、人件費などの経費の
増により増収・減益となりました。 

 

 続きまして、単体決算について説明します。9ページをご覧ください。 

 



 

 



 単体決算の営業収益は、鉄道旅客運輸収入の増などにより増収となったものの、税制特例措
置の廃止や減価償却費の増などにより、営業利益は減益となりました。  

 

 特別損益は、今年度6月から8月にかけての豪雨や台風などの災害に伴う費用の増があったも
のの、昨年度発生した災害に伴う損失の減などにより、若干増加しました。 

 

 次のページをご覧ください。 



 鉄道旅客運輸収入について、新幹線は昨年の大河ドラマ放映の反動はあったものの、ゴール
デンウィーク休暇の長期化や堅調な需要により、対前年102.3%となりました。 

 

 また、在来線も、ゴールデンウィーク休暇の長期化に加え、久大本線運転再開、消費増税の
駆け込み需要などにより、対前年102.4%となりました。 

 

 続きまして、2020年3月期の業績予想について説明します。 

 

 12ページをご覧ください。 

 





 2020年3月期通期業績予想については、2019年8月5日公表の予想から変更しておりません。 

 

 なお、セグメント別業績予想については、変更を行いました。 

 

 次のページをご覧ください。 



 セグメント別の業績予想については、2019年8月5日公表の通期予想から変更をしています。 

 

 運輸セグメントについて、鉄道旅客運輸収入は堅調であるものの、日韓関係の悪化に伴う船舶
事業の収入減などを見込み、対前回予想で据え置きとしています。 

 

 建設セグメントは、堅調な受注状況を踏まえ、対前回予想で増収・増益を見込んでいます。 

 

 流通・外食セグメントは、ドラッグストアをはじめとする流通事業における同業他社との競争
激化による既存店への影響を踏まえ、対前回予想で減収・減益を見込んでいます。 

 

 その他セグメントは、今年8月に公表した金融子会社のリース事業の譲渡などにより、対前回
予想で減収・減益を見込んでいます。 

 

 続きまして、単体業績予想について説明します。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 単体業績予想については、2019年8月5日公表の通期予想から営業収益、営業利益、経常利益
、当期純利益を上方修正しております。 

 

 鉄道旅客運輸収入については、ゴールデンウィーク休暇の長期化や堅調なご利用状況を鑑み、
対前回予想から7億円の増としています。 

 

 その結果、営業利益は対前回予想から7億円の増、当期純利益は、対前回予想で5億円の増を
見込んでいます。 

 

 続いて、各セグメントの取り組み状況について説明します。17ページをご覧ください。 



 

 

 

 





 運輸サービスセグメントについて、鉄道事業の収益力の強化は、新幹線、近距離、インバウ
ンドの3つの施策が中心となっています。 

 

 はじめに新幹線ですが、イールドマネジメントの一環として、「インターネット列車予約
サービス」の利用促進に取り組んでいます。 

 

 ネット予約件数、売上高は前年を上回り、堅調に推移しております。引き続き、イールドコ
ントロールを強化することで需要誘発に努めてまいります。 

 

 現在、九州新幹線の乗車率は50%程度であり、乗車率の向上の余地があります。ネット予約
については、新幹線のみならず在来線にも展開をしていますが、この取り組みをさらに拡大
することで収益力の向上に努めていきます。 

 

 2つ目は近距離です。拠点地域の開発や沿線における各種イベント効果における鉄道へのシナ
ジー効果が近距離の収益力向上に貢献しています。中期経営計画期間中に開業する宮崎、熊
本駅ビルにおいても同様の効果が期待できます。 

 

 次のページをご覧ください。 



 3つ目のインバウンドについては、「JR九州レールパス」の販路拡大のため、外部との連携に
よる積極的な取り組みを行っています。中国最大規模のオンライン旅行会社であるCtripさま
との連携を開始いたしました。 

 

 日韓関係の悪化によるインバウンドへの影響については、業績への影響は限定的となってい
ますが、引き続き、状況を注視していきます。 

 

  次のページをご覧ください。 

 



 現在、輸送サービスにおける事業環境が転換期を迎えるなか、将来のシームレスなモビリ
ティサービスの展開を見据え、新たな技術の取り込みや他社との連携により、安全・安心を
基盤とした持続可能なモビリティサービスの構築に挑戦してまいります。 

 

 他交通事業者との連携では、今年5月に第一交通産業さまと業務連携契約を締結し、小田急電
鉄さまが主導する「MaaS Japan」との連携も開始しました。 

 

 また、10月には西日本鉄道さまと業務連携契約を締結いたしました。連携当初の取り組みと
して、MaaSの活用について具体的な検討を行い、両社の持つ公共交通を活かした情報提供
サービスを展開することで、移動の利便性向上を図ります。 

 

 さらに今後は、利便性が高い持続可能な公共交通ネットワークの構築に向けて、新たなテク
ノロジーを活用しながら、両社で連携して取り組んでまいります。 

 

 お客さまのニーズによりマッチする公共交通サービスの実現を目指し、引き続き取組みを継
続してまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 近年の九州は災害が多く、6月から7月にかけての梅雨前線豪雨、8月お盆時期の豪雨、9月の
台風17号では当社沿線でも被害が発生しました。これらの災害復旧費として約14億円を計上
しています。 

 

 現在不通となっている路線は豊肥本線と日田彦山線ですが、豊肥本線については2021年3月
期に復旧見込みとなっています。 

 

 また、日田彦山線については、昨年より地元自治体と議論を重ねてきました。4月の復旧会議
において、当社からネットワークの維持について考え方を提示させていただき、沿線自治体が
地域住民に対して復旧案などに関する説明会を実施しているところです。 

 

 22ページをご覧ください。 

 

 





 不動産・ホテルセグメントは、当社グループにおいて、鉄道とともに柱となるセグメントです
。 

 

 主要エリアである福岡を中心に、九州エリアで収益を確保するため、拠点地域で駅ビルだけで
なく、ホテル、オフィス、住居系を含む複合開発に積極的に取り組んでいます。 

 

 地域と一体となった開発を行うことでまちの賑わいを創出し、需要を喚起することでまちの価
値最大化を図る取り組みを推進していきます。 

 

 引き続き、沿線人口を増やし、当社グループ事業の収益増へ貢献する駅周辺・沿線開発に注力
してまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 次に、「拠点地域の戦略的まちづくり」に関する取り組みの具体的な開発案件をご紹介いたし
ます。 

 

 福岡県および福岡市の公募のうち、福岡東総合庁舎敷地有効活用事業および簀子小学校跡地活
用事業の2つの案件で優先交渉権者に選定されました。オフィス、商業、高齢者施設などの開
発に取り組んでいきます。 

 

 福岡市が公表した「博多コネクティッド」に賛同する関係者と「博多駅エリア発展協議会」を
設立し、博多コネクティッドが本格的に始動しました。今後、規制緩和の追い風を受け、博多
駅の活力と賑わいを周辺エリアにつなげ、地域を元気にする取り組みを推進してまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 主な開発案件について、進捗状況を説明します。 

 

 「福岡都市圏での積極的な事業展開」については、当社のホテルブランドで最上位となる「
THE BLOSSOM 」ブランドのホテルを、博多および東京日比谷で新規開業しました。 

 

 「駅を拠点としたまちの価値向上」について、2020年秋の開業予定のアミュプラザ宮崎では
核施設が決定したほか、2021年春の開業予定の熊本駅周辺開発では駅ビルやオフィスビルの
建設に着手するなど、順調に進捗しています。 

 

 いずれも駅ビルだけでなく、オフィス、ホテル、住居系などの複合開発を計画しています。こ
れまで培ってきたノウハウを活用して、駅を拠点としたまちの価値向上に努めてまいります。 

 

 続きまして、財務戦略の検討状況について説明します。 

 

 29ページをご覧ください。 



 

 









 続いて、財務戦略について説明します。 
 

 2016年10月の株式上場以来、ガバナンス、財務戦略、IR活動については様々な取り組みを行
ってきました。ガバナンスの高度化は常に重要な経営課題であり、形式と内容の双方について
引き続き、検討を行っていきます。 

 
 また、Fir Tree社からの株主提案に一定の賛成率があったことやその後のIR活動における株主

、投資家の皆さまとの対話を踏まえ、当社の企業価値増大の観点から、財務戦略を真摯に検討
しているところです。 
 

 資本過多のバランスシートの改善については、歴史的経緯もあるものの、取り組むべき課題と
して受け止め、財務健全性を保ちながら、最適資本構成の実現に向けて検討を行っているとこ
ろです。 
 

 負債の活用や資本の調整を通じて資本再構成については、一定の時間を掛けながら取り組んで
いきますが、その手段の一つである株主還元の強化を実施するにあたり、今回株主還元方針の
見直しを行います。 
 

 次のページをご覧ください。 
 
 



 株主還元の見直しについて説明します。 
 

 当社は、株主還元は長期安定的に行っていくことが重要であると考えています。 
 

 2019年3月に公表した中期経営計画 では、株主還元方針について、「2022年3月期までの間
は、総還元性向35％を目安に、安定的な配当と状況に応じて自己株式取得を行う」こととし
ておりましたが、資本効率の向上を重視する観点から、次のとおり変更することといたしまし
た。 

 
 見直し後の株主還元方針については、「2022年3月期までの間は、1株当たり配当金93.0円を

下限として、連結配当性向35％を目安に配当を行います。加えて、資本効率の向上を図るた
め、状況に応じて自己株式取得を行う」こととします。 
 

 現在の中期経営計画期間中は減益の見通しであることを踏まえ、今回、配当に下限を設けて、
投資家・株主の皆さまに安心感を持って頂くと同時に、利益水準等を踏まえた配当を行ってま
いります。加えて、利益の見通しやBSの状況などを総合的に勘案し、自己株式取得による追
加的な株主還元を行ってまいります。自己株式取得の詳細については、次のページで説明いた
します。 
 

 なお、2020年3月期の年間配当額は、2019年3月期と同額の1株当たり93円を予定していま
す。 
 

 次のページをご覧ください。 
 

 
 



 今回、変更した新たな株主還元方針に基づき、株主還元の充実および資本効率の向上を図るた
め、今年度末までに100億円を上限として自己株取得を実施します。 

 

 先ほど説明した財務戦略を検討する中で、財務健全性を踏まえたバランスシートの状況、業績
動向、成長見込み、株価水準などの様々な観点を総合的に勘案し、資本の調整の選択肢の一つ
である自己株式の取得を実施することとしました。今回の自己株式の取得の原資については、
12月に200億円の発行を予定している社債により調達した資金および事業譲渡（リース事業
等）に伴う資金を活用します。 

 

 なお、今回の株主還元方針の変更に関しては、多くのステークホルダーとの間で行った議論を
通じて得られた当社の資本政策に対する様々な見方を踏まえており、Fir Tree社を含む株主、
投資家の皆さまとの間で鉄道事業を含め、建設的な議論をしてきました。 

 

 当社の企業価値増大に向け、引き続きFir Tree社を含むステークホルダーとの間で資本政策に
関する議論を続けていきたいと考えております。今回の株主還元方針の変更は、株主、投資家
の皆さまの利益を重視する当社の考えをお示ししたものです。 

 

 引き続き、事業の成長と財務戦略の両輪で中長期的な企業価値の向上を目指し、その手段の一
つである自己株式の取得については、状況を踏まえながら検討、実施していきます。 

 

 以上で、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

 

 

 





 

 









 

 














